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令和６年度 学校経営報告書（自己評価） 

 

学校番号 11 学 校 名 静岡県立藤枝特別支援学校 校 長 名 岩附 祥子 

 
本年度の取組（重点目標はゴシック体で記載） 

  取組目標 成果目標 達成状況 評価 成果と課題 

安
全 
・
安
心 

命を守る
危機管理
体制の整
備と共有 
 

・緊急時での自身の役
割が分かり、具体的な
行動を考えた教職員
100％ 
・担当する医ケア児の
緊急時・災害時の用具
の保管場所や扱い方に
ついての研修を３回以
上実施し、理解した担
当者 100％ 
・ヒヤリハットの報告
を自分が担当する活動
場面に置き換えて対応
を考えた教員 100％ 

・緊急時での自身の役
割が分かり、具体的な
行動を考えた教職員
99% 
・担当する医ケア児の
緊急時・災害時の用具
の保管場所や扱い方
についての研修を３
回以上受講し理解し
た担当者 97% 
・ヒヤリハットの報告
を自分が担当する活
動場面に置き換えて
対応を考えた教員 99% 
・命を守る体制が整備
され、対応や情報の共
有や発信がされてい
ると評価する保護者
95% 

Ａ 

・繰り返し訓練(各種避難訓
練、不審者対応訓練、捜索訓
練等)を実施し、避難の仕方
や緊急時対応における役割
等を理解できた。今後も具体
的な想定のもと、実際的な各
種訓練を行いたい。 
・避難経路図と AED設置場所
は、どの教室でも共通の場所
に掲示し、校内のどこにいて
も確認できるようになった。 
・学校周辺地域(藤枝市や大
洲地区)との繋がりの強化と
具体的訓練等を実現したい。 
・通学途中での発災に対する
対応について整理するとと
もに、保護者や児童生徒と共
有したい。 
・医ケア児の災害時用具につ
ては、実際に見て触る作業が
有効だったため、今後も継続
する。また、在校時のみなら
ず、「一日の流れ」の確認は
発災時には必要となるため、
今後も確実に行いたい。 
・学年会でのヒヤリハットか
ら学ぶ機会は実施できた反
面、周知不足が反省点。周知
の仕方や内容について、改善
すべき部分を整理し続けて
いく。 

教職員一
人一人の
人権意識
の向上と
学校風土
の醸成 

・児童生徒への呼び方
(さん付け)や口調、対
応が常に人権を尊重し
たものになっていると
答える教職員 100％ 

・児童生徒への呼び方
(さん付け)や口調、対
応が常に人権を尊重
したものになってい
ると答えた教職員
100% 
・教職員は人権に配慮
した関わりをしてい
ると評価する保護者
95% 

Ａ 

・人権感覚チェックや人権だ
よりの発行、人権研修会の実
施により、教職員の人権に対
する知識や感覚を高めるこ
とができた。 
・教職員自らが児童生徒の一
番身近な手本となる言動を
今後も心掛けたい。 
・児童生徒による挨拶運動が
学校全体に広がった。 
・「事務室は学校の玄関口」
という意識をさらに高め、気
持ちの良い来校者等の対応
に心掛けたい。 

自己肯定
感や人権
意識の高
い児童生
徒の育成 
 

・人権教育全体計画や
実態に応じた年間指導
計画の作成 
・自分や友達が互いに
大切な存在であること
を学ぶ機会を設定した
教員 100％ 

・児童生徒自身や友達
が互いに学ぶ大切な
存在であることにつ
いて、学ぶ機会を設定
した教員 99% 
 Ａ 

・人権教育全体計画及び年間
指導計画を作成できた。次年
度は、学習に活用できるよう
周知するとともに、適宜の改
善も行いたい。 
・学部や学年、学級の実態に
応じて、日常的に自他を認め
る等の取組を行なっている。
言葉で伝え合うことに加え
て、掲示物等の具体物に残す
などの工夫もある。 
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学習環境
の整備と
安全点検 

・安全点検、スクール
クリーンを効果的に実
施し、整理整頓や環境
整備のために行動を起
こした教職員 100％ 

・安全点検、スクール
クリーンを効果的に
実施し、整理整頓や環
境整備のために行動
を起こした教職員 99% 
・子どもが校内外で安
全に活動するために、
学校は環境整備や安
全教育に取り組んで
いると評価する保護
者 95% 

Ａ 

・毎月の安全点検に加えて、
内容を具体的に示した「安全
点検追加項目チェック表
(5,9,1 月に活用)」を作成。
確認すべき箇所が明確にな
り、確実に点検できるように
なった。また、修繕結果等を
速やかに周知したことで、点
検への意識付けに繋がった。 
・今後は、安全点検結果や環
境整備の担当者だけでなく、
学部や学年内で危険箇所等
についての検討がなされる
よう、働きかけたい。 

授
業 

個別の教
育支援計
画と個別
の指導計
画に基づ
いた授業
実践 

 

・児童生徒の根拠のあ
る実態把握、目標設定、
達成するための具体的
な場面を共通理解し
て、その目標達成に向
けて取り組んだ教員
100％ 
・各教科等を合わせた
指導の学習評価を実施
できた教員 100％ 
・各教科等を合わせた
指導の授業実践のため
に、教材研究等の授業
準備の時間を前年度よ
り確保した教員 100％ 

・児童生徒の根拠のあ
る実態把握、目標設
定、達成するための具
体的な場面を共通理
解し、その目標達成に
向け取り組んだ教員
100% 
・「個別の教育支援計
画」「個別の指導計画」
に基づいた目標や学
習内容から、子どもの
成長を感じることが
できたと評価する保
護者 96% 
・各教科等を合わせた
指導の学習評価を実
施できた教員 93% 
・各教科等を合わせた
指導の授業実践のた
めに、教材研究等の授
業準備の時間を前年
度より確保した教員
87% 

Ａ 

・授業研究を通して「藤特ス
タンダード」(各教科の年間
指導計画、各学年及び作業班
の指導内容一覧)を活用した
授業づくりが根付いた。校内
研修から得られた成果につ
いて、わかりやすい発信に努
めたい。 
・各教科等を合わせた指導の
学習評価については、合わせ
た指導が二重構造であるこ
とや関連する教科の評価に
難しさを感じている。来年度
も継続して取り組み、理解を
深めていきたい。 
・年間を通した計画的な「短
縮週間」の設定は、一定の効
果が得られている反面、その
意図が十分に理解できてい
ない反省点もある。今後は、
効果的かつ計画的に活用し
ていく方策を示し、意識をさ
らに高めたい。 

教職員の
専門性の
向上 

・教材教具や ICT 機器
を大切扱い、貸出や使
用方法のルールを守っ
て活用した教員 100％ 
・各種研修や自分から
の学びを積極的に活用
し、自身の指導力向上
につなげた教員 100％ 

・教材教具や ICT機器
を大切扱い、貸出や使
用方法のルールを守
って活用した教員 99% 
・静岡県教員育成指標
の項目に応じた「藤特
専門性チェックシー
ト」を基に、各種研修
や自分からの学びを
積極的に活用し、自身
の指導力向上につな
げることができた教
員 88% 

Ａ 

・ICT 機器の利用頻度が上が
ったにも関わらずルールが
守れた背景には、ヒューマン
エラー情報や月末確認の共
有が功を奏している。 
・自立活動に係る備品等につ
いては、学期毎の不具合や貸
出の確認、修理の徹底、保管
場所の整理等を確実に行う
とともに、ルールについての
アナウンスが有効だった。 
・体育課に係る用具等につい
ては、各倉庫に準備した「体
育用具管理表」が有効だっ
た。保管方法についても、ル
ールの徹底ができ、安全な学
習環境を維持できた。 
・秋の読書週間に読み聞かせ
(中学部図書委員会や級外教
員による)を実施し、図書に
親しむ契機となった。 
・「藤特専門性チェックシー
ト」については、活用できて
いないと答える教員が約 11%
いた。しかし、「藤特版キャ
リアステージ研修」の個人内
成果の振り返りでは、年度当
初と比較して大幅に向上し
ているという結果となった。
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これは、研修の目的や成果に
対するアナウンス不足が大
きな要因と考えられる。今後
は、年度当初の投げ掛けに加
え、要所要所での情報発信や
価値付け等の方策を講じる。 

連
携 

学習と経
験のつな
がりを意
識したキ
ャリア教
育の実施 

・「キャリア教育の手引
き」を活用して生活年
齢に応じた授業（日生、
特活、道徳等）を行っ
た教員 80％以上 
・懇談会や支援会議等
の資料に活用した学年
主任 100％ 

・「キャリア教育の手
引き」を活用して生活
年齢に応じた授業(日
生、特活、道徳等)を
行った教員 93% 
・懇談会や支援会議等
の資料に「キャリア教
育の手引き」を活用し
た学年主任 100% 

Ａ 

・手引きの配付や手引きの内
容を踏まえた進路学習会の
実施、学年主任や部主事から
の手引き活用の働き掛け等
が教員の意識につながった。
今後は、手引きの内容の理
解・促進に力を入れたい。ま
た、ニーズを把握した上で、
手引きに関する学習会の実
施や手引きの内容について
の具体例や補足説明等を適
宜行い、教職員のキャリア教
育に対する実戦力の向上を
目指したい。 

地域資源
を活用し
た共生社
会の実現
を 目 指
し、保護
者、関係
機関、地
域との連
携・協同
体制の充
実 

・交流関係者（相手校・
保護者・担当者）が目
的を理解して実施、参
加し、その後保護者に
対して地域での活動の
紹介をした教員 70％以
上 
・本校の良さを理解し
てもらうための工夫を
して、効果的に情報発
信をした教職員 90％以
上 
・学校運営協議会制度
への理解が進んだ教職
員 100％ 
・地域とつながる授業
を計画した学年主任等
90％以上 

・交流関係者 (相手
校・保護者・担当者)
が目的を理解して実
施、参加し、その後保
護者に対して地域で
の活動の紹介をした
小中学部の教員 89% 
・本校の良さを理解し
てもらうための工夫
をして、効果的に情報
発信をした教職員 92% 
・居住地についての情
報発信(イベント、行
事、作品展等)が多く
あったと評価する保
護者 83% 
・学校運営協議会の理
解が進んだ教職員 81% 
・地域とつながる授業
を計画した学年主任
等 100% 

Ａ 

・交流籍を活用した交流及び
共同学習においては、希望者
は 100％実施できた。小学部
が延べ 157件(直接交流 131、
間接交流 26)、中学部が延べ
62件(直接交流 45、間接交流
17)実施。大変有意義な取組
だが、保護者の理解や意識を
高める方策が必要である。 
・地域での活動等の保護者へ
の情報提供は不十分だった。
早急に対応を明確にする。 
・学校ホームページを刷新
し、より見やすく情報発信で
きた。今後はインスタグラム
を活用したスピーディーな
情報発信も取り入れる。 
・本校独自のホームページ計
画に基づき全学部全学年に
発信の機会を設けどの学習
グループもほぼ均等に発信
できた。 
・様々な地域の催し物(イベ
ント、学習会、作品展等)は、
全家庭へメール配信した。今
後もタイムリーな情報発信
を心掛けたい。 
・地域に出掛ける、地域の人
と触れ合う、地域を知る、地
域の人から学ぶ、地域で活動
する、地域に伝える、地域に
貢献する等々、地域とつなが
る授業は、どの学部において
も年間を通して計画的に行
なった。今後もカリキュラ
ム・マネジメントの視点で、
児童生徒の充実した学びに
繋げたい。 
・正面玄関の壁面(校長室前)
に、「コミュニティスクール
掲示板」を設置。校内関係者
のみならず、来校者が眺めて
くれている。さらに充実して
いきたい。 

 


